Development of a Method for Deep Resistivity Exploration in an Area with High Electromagnetic Noise and Application to Underground Imaging of the Uemachi Fault by 城森, 明
  
 
 
 
電磁気高雑音地域での深部比抵抗探査法の開発と 
上町断層地下構造探査への応用 
 
(Development of a Method for Deep Resistivity Exploration in an Area 
 with High Electromagnetic Noise and Application to Underground 
Imaging of the Uemachi Fault) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
城森 明 
（Akira Johmori） 
 
 
 
  
 
 
 
電磁気高雑音地域での深部比抵抗探査法の開発と 
上町断層地下構造探査への応用 
 
(Development of a Method for Deep Resistivity Exploration in an Area  
with High Electromagnetic Noise and Application to Underground 
 Imaging of the Uemachi Fault) 
 
 
 
 
 
 
 
理学研究科 
生物地球系専攻 
 
 
 
 
平成２５年度 
 
 
城森 明 
（Akira Johmori） 
 
 
 
要  旨  
 大都市の地下に伏在する断層において地震が発生すると，人的にも物的にも甚
大な被害がもたらされる。このような地震災害への対応には，震源となる断層の
位置や性状を正確に把握することが不可欠である。一般に，国内の大都市の多く
は厚い堆積層の上に発達し，表層部は人工改変が進んでいるために地表情報（地
形判読，地質踏査など）による断層調査は困難である。それに代わる手段として
物理的探査法がある。  
 物理的探査法の中でも電磁探査は，断層による比抵抗分布の異常を検出するの
に適する。また，30×30m 以上の空間が離散的に確保できれば３次元探査も可能
となる。このように電磁探査は断層地下構造の解明に有効であるが，電磁気高雑
音環境下では実施が困難であった。  
本研究では，人工信号源を用いる電磁探査法を改良し，大都市域での電磁気高
雑音地域でも実施可能な電磁探査法（CSMT 法）を開発した。開発した測定装置
は GPS を用いた送受信装置間の時刻同期により，高い信号検出能力を有する。
この新しい装置を大阪平野の都市域に伏在する上町断層の調査へ応用した。  
上町断層調査では，CSMT 法の信号源は大和川に，受信点は信号源から北に約
15km 離れた淀川長柄橋付近に設け，受信点付近の比抵抗分布を測定した。送信
信号が受信点に到達していることは受信波形の周波数分析により確認した。また，
時間帯によって変化する電磁気雑音の特性を把握し，それらの結果を機器の改良
にフィードバックした。最終的に，上町断層を横切る深度 800m 付近までの比抵
抗断面を得た。  
 開発した手法で得られた比抵抗断面は，先行研究の反射法地震探査断面とも整
合的であり，信頼できる結果であると判断した。比抵抗断面から，断層推定位置
に北東傾斜の高比抵抗領域が存在すること，断層の両側では，ほぼ水平な比抵抗
分布を示し，北東側の深さ 400m 以深は高比抵抗であることを見いだした。前者
の高比抵抗領域は，これまで東側に傾斜すると推定されていた上町断層を比抵抗
という物理量で直接的に描出できたと判断した。また，後者の高比抵抗領域は，
大阪層群の基盤である花崗岩類にほぼ相当し，北東側の基盤が南西側より浅いと
の実態を明確に示した。  
Abstract 
An earthquake occurring at a concealed fault under a big city can cause 
serious damage to life and property. It is essential to determine accurately the 
position and characteristics of the fault in order to prepare for a seismic 
hazard. Since many of the big cities in Japan are built over thick 
unconsolidated sedimentary layers and since the ground surface is affected by 
human activities, fault investigation using surface-of-the-earth information 
(by methods such as geographical feature decipherment and geological 
reconnaissance) is difficult. Hence, these methods have been replaced by 
geophysical exploration methods. 
Electromagnetic exploration is suitable for detecting abnormalities in the 
resistivity distribution of a fault. Further, in a city, where the space available 
for measurement is an important factor in such exploration, if we can secure 
an area of more than 30 × 30m for conducting measurements, a 
three-dimensional exploration can also be achieved. Thus, the electromagnetic 
method can be used effectively to study the structure of a fault. However, an 
investigation is difficult in an environment with high electromagnetic noise. 
In this study, an electromagnetic method—the Controlled Source 
MagnetoTelluric (CSMT) method is adopted as the exploration method to 
measure signals even in a big city with a high amount of electromagnetic 
noise. For this purpose, the required instruments, such as 16/24bit AD 
convert system, data processing software, and data quality evaluation 
techniques, are developed. This measuring instrument realized high signal 
detection capability by synchronizing data sampling between the transmitter 
and receiver by using a global positioning system (GPS).  
This equipment was applied to investigate the Uemachi fault, a concealed 
fault under the urban region (Osaka city) in the Osaka plain. For 
investigating the Uemachi fault, the signal source was installed at  
Yamato-gawa. Receiving points were set up near Yodogawa Nagara-Bashi, 
which is about 15km away from the signal source and to its north. The 
resistivity distribution was measured near the receiving points. The 
transmitted signal reached the receiving points was checked by conducting 
the frequency analysis of the received waveforms. Moreover, the 
characteristics of  electromagnetic noise, which changes with time zones, 
were revealed in this study, and these results were used to further improve 
the developed equipment (CS16). Finally, the resistivity section across the 
Uemachi fault was obtained up to a depth of about 800m. 
Since the resistivity section obtained by the developed technique is well 
correlated with the seismic reflection profile obtained in a previous study, this 
profiling results have high accuracy. The resistivity section shows a 
high-resistivity zone inclining northeast in the region where the fault is 
presumed to be located. The section also shows that the resistivity 
distribution on both sides of the fault exhibit a  horizontally layered 
structure, and that at depth greater than 400m, there exists a high-resistivity 
region to the northeast of the fault. The former high-resistivity zone coincides 
with the flexure zone of the Uemachi fault. The latter zone coincides with the 
granitic rocks as the basement rock to the Osaka Group, indicating that the 
basement rocks in the northeast site of the fault are shallower than the 
southwest side. 
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１．はじめに 
 阪神淡路大震災（1995 年），東日本大震災（2011 年）後，地震や断層への関心
は高まり，防災上の観点からも大都市直下に伏在する断層の状況を把握すること
が重要な課題となった。しかし，大都市の多くは，厚い堆積層に覆われ，人口密
集地帯であるために露頭がなく，地形にも人工的な変化が加えられていることが
多く，地形から断層などによる変位を読み取ることが難しい。これらの問題を解
決するには，地表から地下の可視化を行うことができる物理探査が有効である。  
 物理探査法としては，重力，弾性波，電気，電磁波，磁気などの物性値を用い
る方法が挙げられる。これらの中で地表から地下を，高い分解能で映像化できる
代表的な手法は，弾性波あるいは電気・電磁波を用いた 2 次元解析が可能な探査
である。  
 弾性波を用いた探査法としては，屈折法地震探査（屈折法）あるいは反射法地
震探査（反射法）などがある。屈折法は地下の弾性波速度の分布が得られる。一
方，反射法は弾性波速度の異なる層境界の反射波を用いて地下の層境界の分布と
速度構造が得られる。  
電気・電磁波を用いた探査法としては，直流法の電気探査，あるいは電磁探査
がある。手法は異なるが電気・電磁探査ともに電気比抵抗を測定する方法である。
この電気比抵抗とは，単位断面積を通る電流に対する単位長当たりの電気抵抗を
意味する。電気・電磁探査は，比抵抗を用いて地下を可視化する方法である。  
 屈折法は，人工的に発生させた弾性波を用いて，直接波および屈折波の到達時
間から地下の弾性波速度分布を得る。解析方法や探査方法は反射法と比較して簡
便ではあるが，反射面が存在する調査地区での屈折法の分解能は反射法に劣る。
反射法は，同じく人工的に多くの地点から発生させた弾性波の反射波の到達時間
を用いて解析する。この方法は反射面をもつ堆積層からなる大地では優れた探査
方法である。しかし，地表からの探査では，反射波が地表に戻ってくることが探
査の条件となるため，反射面のない大地や，高角度の断層や構造などの探査にお
いては反射波が地表に戻らないために適さない。  
 直流法の電気探査は，電極配列により，異なった名称で呼ばれる。その基本は
4 本の電極を大地に接地して，2 本の電極から電流を大地に流し，他の 2 本の電極
で大地に発生した電圧を測定する。探査深度は，それら電極の間隔に関係し，広
いほど地下深部までの探査が可能である。解析は，複数の電極間隔と多くの電極
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の組み合わせを用いて測定したデータから逆解析により地下の比抵抗分布を求め
る。電磁探査は，いく種類かの探査方法（MT 探査，CSAMT 探査，TDEM 探査，
TEM 探査など）がある。その基本は時間で変化する磁場（1 次磁場）を大地に与
え，大地に誘導された電圧によって流れる誘導電流（地電流）あるいは誘導磁場
（2 次磁場）を測定し大地の比抵抗を求める。探査深度は，周波数が低いと深部
まで浸透し，高いと浅部で減衰する波の周波数と透過深度の関係（表皮深度）を
利用する。解析は，複数の周波数，すなわち複数の異なる透過深度で測定したデ
ータを用いて逆解析により地下の比抵抗分布を求める。  
 弾性波探査と電気・電磁探査とでは得られる物性値が異なるため，測定結果か
ら読み取れる内容には，異なる特徴がある。弾性波は，主に物体の硬さ（剛性率）
と相関性が高い。これは粒子間の結びつきの強さの程度が弾性波速度と関係する
ためである。これに対して，比抵抗は，主に大地の水分量と関係する。ただし，
純粋の水は，ほとんど電気を通さないため，水の中に含まれるイオン濃度に大き
く関係する。比抵抗と地質の関係では，比抵抗の値は粘土鉱物の存在と，その水
分状態に大きく左右される。粘土鉱物は岩石や土壌中に含まれ，含水量の少ない
状態では固体を示し，多くなるに従い，半固体，塑性，液状へと変化し，それに
ともない強度が低下する。粘土鉱物の比抵抗は含水量の少ない状態では，高比抵
抗を，多くなるに従い，低比抵抗へと変化する（例えば，高倉，2000）。このこと
から低比抵抗は大地の軟弱な部分を示すことが多い。  
 粘土鉱物は，防災上，重要な役割を担う。例えば，断層では，断層粘土が形成
され，また，断層破砕帯は地下水貯留層となる。これらのことから，断層および
その周辺は低比抵抗を示す場合が多い（例えば，Unsworth et al.，1997）。岩盤も
風化により粘土鉱物が形成される。これら粘土鉱物と，その状態は比抵抗と良い
相関性を示すことから，地下の低比抵抗の分布を知ることは，大地の強度の弱い
部分を知ることであり，軟弱な大地や断層を探査する上で重要となる。  
大都市の地下に伏在する断層において地震が発生すると，人的にも物的にも甚
大な被害がもたらされる。このような地震災害への対応には，震源となる断層の
位置や性状を正確に把握することが不可欠である。本研究の目的は，人工信号源
を用いる電磁探査法（CSAMT 法：Controlled Source Audio-frequency MagnetoTelluric
法）（例えば，菱田・高杉，1998）を改良し，大都市域での電磁気高雑音地域にお
いても，より正確に地下を可視化できる電磁探査法を開発することである。  
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1995 年 1 月 17 日に発生した兵庫県南部地震以降，阪神地域の地下構造を明ら
かにするために，数多くの反射法地震探査や深層ボーリングが行われた。それに
ともない大阪市内に伏在する上町断層の地下構造も，明らかにされてきた（例え
ば，市原，2001）。これらの地下深部探査は，主に弾性波の反射法によるものであ
った。地下構造を，より正確に判断する場合，複数の異なる物性値による判断が
重要である。しかし，防災上，比抵抗の測定は意義あるにも関わらず地下深部の
データは少ない。特に，大阪平野については，深部比抵抗構造探査について公開
されたものは数少ない（領木，1994）。その原因は，市街地では，地下深部の比抵
抗探査が困難であったことに起因すると考えられる。  
地下深部の比抵抗探査を行う場合，直流法の電気探査では，電極間隔を変化さ
せることで探査深度を変える。この場合，探査深度の少なくとも数倍（3～5 倍）
の測線長が必要であり，その測線に沿って数 10～100 本程度の電極を地面に電流
が流れるように接地させる必要がある。また，解析の点から，それらは平面図上
で直線に配置することが理想的であるが，市街地の場合，それは困難であり，深
度数百 m 以深の探査を行うことは難しい。これに対して，電磁探査の MT
（MagnetoTelluric）探査（Cagniard，1953）や CSAMT 探査は，直流法の電気探査
のように，比抵抗分布を得たい地区に長い測線を設けて電線を張る必要がなく，
測定は 30×30m 程度の領域（例えば，公園あるいは運動場などの空地）を利用す
れば探査が可能である。しかし，信号源に自然の電磁波振動を用いる MT 探査は
電磁気雑音に弱く，市街地での探査は不可能である。一方，人工信号源を用いる
CSAMT 探査は，MT 探査より電磁気雑音に影響されないが，この方法も市街地で
の電磁気高雑音の環境下の場合，従来の装置や測定方法では探査が困難である。  
本研究では，大都市の地下深部比抵抗構造を探査する方法として，CSAMT 探
査の受信精度を高めることに着目した。まず，電磁気雑音と信号を，効率良く分
離できる GPS 時刻同期によるスペクトル分解能を高めた深部電磁探査装置の開
発を行った（城森ほか，2010）。次に，大阪平野の地下に伏在する上町断層にター
ゲットを絞り，反射法の既存データ（山本ほか，1992）が存在する淀川長柄橋周
辺の測定を試みた。  
現地調査は 2010 年から 2013 年の 4 年間に 3 回行った。最初の 2 回（予備測定
1（2010 年測定），予備測定 2（2012 年測定））は，基礎データの収得を目的とし，
周波数分析による信号の有無の確認と電磁気雑音の状況と時間帯による変化を分
 4
析できるデータを得た。上町断層調査（2013 年測定）は，電磁気雑音が，1 日の
うちで，もっとも小さくなる夜間の午前 1 時から 4 時に測定を行った。その結果，
解析が可能なデータが得られた。それらのデータを基に 2 次元解析を行い，比抵
抗断面（最適比抵抗モデル）を得た。求められた比抵抗断面は既存の反射断面（山
本ほか，1992）と比較して考察を行った。  
 本研究の将来展望では，開発された技術は，大都市の深部の比抵抗構造探査と
して，あるいは大都市の地下の自然界で発生する電磁波の異常を監視する技術と
して有効な測定手法でもあることを提案した。  
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２．電磁探査について 
 電磁探査として CSMT 探査を用いた。この方法は，信号の周波数が可聴周波数
帯（20～20000Hz）である場合に CSAMT 探査と呼ばれているが，本研究では可
聴周波数帯以外の周波数も使用するため CSMT 探査と呼ぶ。CSMT 探査は，人工
的に発生させた電磁波に対する大地の電磁応答の磁場と電場を測定して，地下
1000m 付近までの比抵抗構造を調べる探査法である。  
 CSMT 探査では，電磁波を発生させるための送信源として両端を電極で地面に
接地させたケーブルを用いる。このケーブルに，ある周波数の電流を通電すると，
アンペールの法則に従い，その周波数の変動磁場が発生する。この磁場の時間変
化は地下比抵抗構造に応じた誘導起電力と電流（地電流）を生じさせる。本論文
では，送信源と測定点である受信点との最短距離を送受信点間距離と呼ぶ。  
測定点では，変動磁場を磁場センサ（インダクションコイル）により，誘導起
電力を電場センサ（2 本の受信電極）で測定する（図 1）。測定された磁場（H ）
と電場（E ）から比抵抗が一様な大地を仮定した時の周波数毎の見掛比抵抗（ a ）
が式(1)により得られる（例えば，菱田・高杉，1998）。  
 
                            （1）  
 
 a  :大地の見掛比抵抗(Ωｍ)             f :周波数(Hz)  
   0  :真空の透磁率(H/m)=
7104            
    H  :磁場強度(A/m)               E :電場強度(V/m) 
式 (1)が成立する領域はファーフィールド（ far field）領域と呼ばれ，それより
送信源に近い領域はニアフィールド（near field）領域と呼ばれる（Sandberg and 
Hohmann，1982）。探査は式 (1)が成立するファーフィールド領域で行う必要があ
る。  
ファーフィールド領域とニアフィールド領域の判別は表皮深度の式 (2)から推
定することができ，Sandberg and Hohmann（1982）のシミュレーションによると
送受信点間距離を表皮深度の 3～5 倍以上離した位置では，仮定した比抵抗値 100
Ωm が誤差 10%以内で再現される（図 2）。  
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図 1 測定装置の配置図 
(a)は全体の測定配置を，(b)は受信点での測定配置を示す。図中の数値は本研究（上
町断層調査）での値である。(b)は電場と磁場，各々1 成分のスカラー測定の例である。 
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送信電極 受信機 
(a) 
(b) 
インダクション 
コイル 
受信電極 
受信電極 
送信ケーブル
受信機 記録機 前置増幅器 
  7
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a)は送信源が作る磁場(H) と電場(E) の水平面での変動方向を，(b)は 100Ωm の一様な大
地の電磁応答を示し，磁場と電場の強度から求められた見掛比抵抗値(Ωm)を示す。斜線領
域は，送信源と平行に電場センサをセットした場合，電場の変動方向がセンサの感度方向と
直交するため，電場を受信できない領域である。CSMT 探査の測定は点線で囲んだ領域で行
われる（Sandberg and Hohmann, 1982 に一部加筆）。
磁場方向 電場方向
(a) 
(b) 
送信源 
送信源 送信源
図 2 ファーフィールドとニアフィールド領域の磁場，電場分布および電磁応答 
y y 
y 
x x 
x 
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                                           (2) 
 
    :表皮深度(m)   f :周波数(Hz)    :大地の比抵抗（Ωｍ）  
0 :真空の透磁率(H/m)= 
7104     
ここで，表皮深度とは，地表で 1.0 の電磁波強度が，均質大地の中で 1.0/e (≒
0.3678….)まで減衰する深度のことである。したがって，表皮深度は探査深度の目
安でもある。表皮深度から探査深度を推定する方法としてボスティックデプス
（Bostic Depth）（村上，1987）がある。ボスティックデプスは表皮深度の 2/0.1
倍，すなわち， 2/ で表される。  
以上の条件から，送受信点間距離（r）と探査深度（D）の関係を推測すること
ができる。  
2/D                                         (3) 
また，ファーフィールド領域での測定を行うためには，送受信点間距離は表皮
深度の 3～5 倍以上離す必要があることから，  
5r                                             (4) 
式(3)と式(4)から を消去して，式(5)が得られる。  
∴   Dr 25                                          (5) 
よって，CSMT 探査では，ファフィールド領域での測定を行うために送受信点
間距離は探査深度の 25 倍以上の距離をとることが必要である。例えば，深度 1km
までの測定の場合，送受信点間距離は 7km 以上となる。  
上記のように CSMT 探査では，ニアフィールド領域を避けて測定するために送
受信点間距離をできるだけ離すことが必要となるが，距離が遠くなれば信号強度
は弱まる。また，多くの商用送電線に囲まれ，多くの電気機器が使用されている
市街地では，雑音となる電磁波が各所から放出されているため，微弱な送信信号
を抽出することが，しばしば困難となる。このような状況の市街地で CSMT 探査
を行うには，測定装置，データ処理方法，測定方法を新たに開発する必要がある。  
 
f0
0.1
 9
３．微弱な信号を抽出する原理  
３－１．電磁探査法における雑音（電磁ノイズ） 
 電磁ノイズとしては，50Hz, 60Hz の商用電源，および，それらの正弦波の波形
歪から生じる高調波（50Hz の高調波 :100, 150, 200Hz…; 60Hz の高調波 :120, 180, 
240Hz…）のような周期性のあるノイズ（周期性ノイズ）がある。その他に，雷，
電車や各種電気機器のスイッチングなどの際に発生する電磁パルスを含む周期性
のないノイズ（非周期性ノイズ）も存在する。  
図 3 は 50Hz の商用電源の使用地区で測定した磁場を周波数分析したものであ
る。この結果では，50Hz および，その高調波である 100, 150, 200Hz…のノイズが
明瞭である。市街地の場合，このように商用電源を中心とした周期性ノイズが優
勢であり，特に奇数倍が卓越する。  
 周期性ノイズは，その周波数が明確であり，安定していれば周波数フィルタに
より除くことができる。あるいは，送信信号としてノイズとは異なった周波数を
使用すれば，理論上，その影響を軽減できる。しかし，実際の測定波形では，ノ
イズの周波数は時間とともに変化する場合が多く，特定の周波数を除く周波数フ
ィルタでは対処できない。  
 
３－２．信号を抽出するための理論的検討 
 上記のような性質を示す電磁ノイズの中から，送信信号を抽出するための方法
として，次の 2 種類のデータ処理方法がある。  
① 時系列データを，ある時間長（波形処理時間長）に分断して，その時間長の
時系列データ（波形区間）ごとに求めた強度や位相角を加算（スタッキング）
して，それらの平均値から信号の強度や位相角を求める方法。  
② 周波数分解能を上げ，各周波数の分解能の範囲内に含まれるノイズ密度を減
少させて，信号の強度や位相角を抽出する方法。  
 
 ①に関しては，ノイズがランダムに分布する場合は，理論上はスタッキング回
数を増やせば増やすほど，信号の真値に近い値が得られる。CSMT 探査では，求
まる見掛比抵抗値のスタッキング回数 (n)を増やして，平均することで n/0.1 の
SN 比の改善が見込まれる。  
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図 3 磁場ノイズの卓越周波数（50Hz 地域の例） 
商用電源の 50Hz および，その高調波ノイズ（100, 150, 200, 250Hz,…..）が顕著である。
高調波ノイズは基本周波数の整数倍に現れるが，実際の波形では，その強度は奇数倍で
大きい（城森ほか, 2010）。         
周波数(Hz)
(mV) 
測
定 
電
圧 
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②に関しては，処理する時系列データの長さ（波形処理時間長）を長くすると，
それだけ周波数分解能が向上する。ここで時系列データの時間長を T とすると，
フーリエ変換の周波数分解能は Tf /1⊿ で求められる（大崎，1982）。  
 ここでは，周期性があるノイズ (正弦波ノイズ )の中から信号を抽出する場合の
方法を示す。  
サンプリング時間間隔(s)を t⊿ として，周波数  
t⊿/ ，振幅 00.1sigR の信号に，周期性のあるノイズとして，周波数  
tt ⊿⊿ /02429.0)8192( ，振幅 00.2noiseR を混合した波を考える。この波を周
波数分解したものが図 4 である。図 4(a)は信号のみを，(b)と(c)は信号とノイズを
混合したものを波形処理時間長を変えてフーリエ変換を用いて周波数分解した結
果である。(b)は時系列データの時間長を T (s)として，(c)は 2T (s)とした。時系列
データの波形処理時間長から(b)の周波数分解能は )/1( Tf⊿ ，(c) の周波数分解
能は ))2/(1(2/ Tf⊿ となる。すなわち，(b)の短い波形処理時間長（T (s)）では分
解できなかったノイズと信号が，(c)の長い波形処理時間長（2T (s)）では，それ
ぞれの振幅強度が，ノイズ 2.0 と信号 1.0 に分離できる（図 4(b),(c)）。  
以上の結果から，周期性を有したノイズを含んだ信号は，①のデータ処理方法
であるスタッキングのみからでは抽出できない。しかし，波形処理時間長を長く
した②の周波数分解能を向上させる処理方法では，信号とノイズが分離できる可
能性が高い。本研究では，②の方法を採用して測定機器の開発を行った。  
02441.0)8192/(200 tf sig ⊿
/199noisef
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図 4 ノイズと信号の分離 
(a)信号のみ，(b)(c)信号とノイズを混合した波形のパワースペクトル。(b)は T (sec)の
時系列データを処理，(c)は 2T (sec)の時系列データを処理した。  
ノイズ：周期性ノイズ，⊿t (sec)：サンプリング間隔 （城森ほか, 2010）      
(a) 
(b) 
(c) 
T (sec)波形処理 
T (sec)波形処理 
2T (sec)波形処理
×1/⊿t (Hz)
×1/⊿t (Hz)
×1/⊿t (Hz)
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４．スペクトル分解能を高めた深部電磁探査装置の開発  
４－１．深部電磁探査装置の条件 
 探査装置は，電磁ノイズの中に埋もれる微弱な信号を抽出する必要がある。そ
のために，以下の条件を備えた装置が必要である。  
①  周波数分解能を向上させた装置であること，すなわち，長い時間の時系列デー
タを処理することが可能であること。  
②  電磁探査では数 kHz の高い周波数の波形処理を行うため，長い時間の時系列
データの処理においても送受信機の時計に時間ずれを生じないこと，すなわち，
時刻同期が可能であること。  
③  電磁探査では送信機と受信機とが数 km 離す必要があるが，離れた地点間でも
時刻同期が可能なこと。  
 
 従来の装置の場合，水晶振動子を送信機と受信機に装備していた（茂木ほか，
1990）。この場合，両者は独立した時計で起動しているため，高い時間精度が要求
された。しかし，高い時間精度を用いたとしても，数 kHz の高い周波数の波を数
十分間以上の長時間にわたって測定を行うと，送信機内の時計が刻む時間間隔と
受信機内の時計が刻むサンプリング間隔とのわずかな時間ずれのために，送信信
号が異なった周波数であると判断され，信号を確実に抽出することが難しかった。 
 本研究で考案した装置の場合，上記の条件を満たすために，送信機と受信機に
GPS を内臓した高精度時計を装備した。本装置は GPS の 1 秒ごとの時刻パルスで，
送信機と受信機の高精度時計を同期させて，高い周波数分解能の長時間の時系列
データ処理を可能とした。  
 
４－２．GPS 同期を搭載した電磁探査装置の開発  
GPS 受信機は，衛星から１秒間隔のパルスを受信している。このパルスは，
PPS(Pulse Per Second)と呼ばれる。その信号の精度は，UTC 時刻（協定世界時 ; 
Coordinated Universal Time）に対して数十 ns 以内である（坂井，2003）。この PPS
信号とともに，UTC 時刻を GPS 受信ユニットからシリアル信号で得ることがで
き，それぞれの PPS 信号の UTC 時刻が判別可能である。この PPS 信号と UTC 時
刻を用いて，距離の離れた送信機と受信機のそれぞれに内蔵した高精度時計の時
刻合わせを行う装置を製作した。これによって，長い時間の時系列データを時間
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のずれなく処理することが可能となった。  
受信機は CS16 と CS24（2012 年の測定から使用）の 2 機種を開発した。  
図 5 に送信機，図 6 に受信機のブロック図を示す。機器の仕様は表 1 に送信機
（写真 1） , 表 2 に受信機 CS16（写真 2），表 3 に受信機 CS24（写真 3）を示す。 
送信側では，GPS の時刻パルスと同期させた高精度時計から得た信号を基に，
送信する所定の周波数の波形を作成する。その一方で，発電機と昇圧トランスか
ら得た高電圧の電流を整流して直流とする。送信機は，その直流を作成した周波
数でスイッチングすることで送信信号を得る。探査では，この送信信号を送信ケ
ーブルと送信電極（ダイポールアンテナ）に流すことで探査に使用する電磁信号
を発生させる。  
受信側では，受信信号は，電場や磁場を微弱な電圧として計測して，これらを
センサ部分のプリアンプで増幅する。その後，受信機 CS16 では，送信信号の周
波数を抽出するためのバンドパスフィルタを通した後に，信号をアンプにより増
幅する。その一方で，GPS の時刻パルスと同期させた高精度時計から得た信号を
基に，アナログデジタル変換（AD 変換）を行うためのサンプリング信号を作成
し，GPS の時刻パルスと同期したサンプリングを行う。受信機 CS24 では，AD 変
換器が 24bit の高分解能であるため，バンドパスフィルタは用いず，ハイカット
フィルタのみを装備する。  
送信用発電機は，出力 6kVA，三相交流（60Hz）である。送信出力は最大電圧
1000V，または最大電流 10A であり，通常は，発電機の出力から 6kVA 以内で使
用する。送信周波数は，商用周波数の 50, 60Hz とそれらの高調波ノイズを避ける
ように設定して，8192Hz の 1/2 系列（4096, 2048, 1024, 512, 256, 128, 64, 32, 16, 8, 
4, 2, 1Hz）と 5120Hz の 1/2 系列（2560, 1280, 640, 320, 160, 80, 40, 20Hz）の合わ
せて 23 種類である。  
受信機 CS16 の AD 変換器の分解能は 16bit であり，受信機本体の増幅率は最大
90dB であり，10dB 間隔で切り替えることができる。受信された波形は，センサ
部のプリアンプで増幅し，受信機本体に信号が送られる。受信機本体では指定の
増幅率で増幅された後，サンプリング間隔 10μs で波形がデジタル化され，周波
数分析された後にフーリエ成分の実部と虚部に分離して保存される。CS24 の AD
変換器の分解能は 24bit であり，受信機本体の増幅率は 0dB である。受信された
波形は，センサ部のプリアンプで増幅された後に受信機本体に送られる。受信機
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送信機本体 
（城森ほか, 2010） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5 送信機のブロック図 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 6 受信機ブロック図 
 
受信機本体 
時計同期用 
GPS アンテナ
高精度時計
（城森ほか, 2010） 
出力 
時計同期用 
GPS アンテナ 
高精度時計 
送信波形作成回路 スイッチング回路
整流回路 
昇圧トランス
発電機 
高精度時計の信号に同期さ
せた送信波形を作成する。
入力 バンドパス 
フィルタ 
（CS16 のみ）
AD 変換器 データロガー
プリアンプ アンプ 
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表 1 送信機の仕様（城森ほか, 2010） 
 
 
表 2 受信機 CS16 の仕様（城森ほか, 2010） 
 
 
表 3 受信機 CS24 の仕様 
機器 項 目 仕 様 
受信機 測定値 
AD 変換器 
ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ間隔 
ﾁｬﾝﾈﾙ数 
ﾌｨﾙﾀ 
本体増幅率 
波形処理 
磁場ｾﾝｻ 
電源 
操作 
波形（電圧） 
分解能 24bit（±5/224[V/dot])，⊿∑型 
1μs 以上(測定では 40μs を使用) 
最大 4ch(測定では 2ch を使用．) 
ﾊｲｶｯﾄﾌｨﾙﾀ 15.6KHz(2013 年測定時) 
0dB 
ｽﾀｯｷﾝｸﾞ，ﾃﾞｼﾞﾀﾙﾌｨﾙﾀ，ﾌｰﾘｴ変換 
ｲﾝﾀﾞｸｼｮﾝｺｲﾙ 
ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池 (15V,8.8Ah) ，3 個 
iPad(Apple 社製) 
内臓高精度時計 水晶発信機 GPS の時刻ﾊﾟﾙｽと内臓水晶ｸﾛｯｸにより送信器と同期 
 
 
機器 項 目 仕 様 
送信機 
 
最大電圧 
最大電流 
送信周波数 
1000V 
10A（出力の上限は 5kW） 
[1,2,4,8,16,32,64,128,256,512,1024,2048,4096,8192, 
20,40,80,160,320,640,1280,2560,5120Hz] 
高精度時計 水晶発信機 GPS の時刻ﾊﾟﾙｽと内臓水晶ｸﾛｯｸにより受信器と同期 
発電機 最大出力,電圧
周波数 
相数 
6kW,200V 
60Hz 
三相 
機器 項 目 仕 様 
受信機 測定値 
 
 
 
AD 変換器 
ｻﾝﾌﾟﾘﾝｸﾞ間隔
ﾁｬﾝﾈﾙ数 
本体増幅率 
波形処理 
磁場ｾﾝｻ 
電源 
操作 
波の実部と虚部 
（測定周波数は最大 23 種） 
[1,2,4,8,16,32,64,128,256,512,1024,2048,4096,8192, 
20,40,80,160,320,640,1280,2560,5120Hz] 
分解能 16bit（±10/216[V/dot])，逐次比較型 
10μsec 
3ch 
0～90dB[10dB ピッチ] 
ｽﾀｯｷﾝｸﾞ，ﾌｰﾘｴ変換 
ｲﾝﾀﾞｸｼｮﾝｺｲﾙ 
ﾘﾁｳﾑｲｵﾝ電池 (15V,8.8Ah) ，3 個 
液晶ﾀｯﾁﾊﾟﾈﾙ 
内臓高精度時計 水晶発信機 GPS の時刻ﾊﾟﾙｽと内臓水晶ｸﾛｯｸにより送信器と同期 
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写真 1 送信機と発電機の外観（城森ほか, 2010） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 2 受信機 CS16 の外観（城森ほか, 2010）   写真 3 受信機 CS24 の外観 
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本体ではサンプリング間隔 40μs で波形がデジタル化され，波形表示を行いなが
ら，その値は時系列の波形データとして保存される。両受信機ともに，測定中は，
見掛比抵抗や位相の計算値が表示され，データ品質の管理を行いながら測定がで
きる。  
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５．市街地の地下に伏在する断層調査（上町断層調査） 
５－１．淀川長柄橋付近の上町断層と地質概要  
上町断層は大阪府を南北に貫く活断層である（岡田・東郷，2000）。この断層は
北は豊中市からはじまり中ノ島，長居公園の西を通り，大阪市を抜け，堺市，和
泉市，岸和田市まで達する。最近の研究（文部科学省研究開発局・京都大学防災
研究所，2013）では，この断層は泉南市，阪南市までおよび総延長約 51km に達
し，複数の断層からなる上町断層帯を形成すると報告されている。上町断層帯は，
大阪市内，堺市内，その南部の和泉市内など人口密集地帯を通ることから，活動
した際の社会的影響は甚大である。  
本研究では，上町断層帯のうち，新大阪駅と梅田駅の中間に位置する淀川長柄
橋付近を通る部分を研究対象とする。  
 淀川では反射法地震探査の結果から，上町断層は淀川大堰の西の長柄橋付近を
通ると考えられている（山本ほか，1992）。この付近では，地形的変化はなく地形
図上からは断層活動の痕跡を見つけ出すことは難しい。しかし，反射法地震探査
およびボーリング調査の結果から，東側が上昇した逆断層で，この付近では基盤
岩は上町断層を境として 700～800mの落差があると推定されている（市原，2001）。
この地区の基盤岩は花崗岩類であり，その上には大阪層群が分布する。大阪層群
は，海成粘土の Ma3 を境として上部，下部にわけられる（市原，2001）。大阪層
群は上町断層による基盤の落差のために，断層の東側には大阪層群下部～最下部
が，西側には大阪層群上部～最下部が主として分布する。大阪平野地下では，大
阪層群の下半部相当層は都島累層と呼ばれ，淡水成の砂礫・砂・シルト・粘土層
からなる。一方，上半分と段丘相当層は田中累層と呼ばれ，主に海成粘土層と淡
水成の砂礫・砂・シルト層からなる（図 7）（吉川・三田村，1999; 益田，2011）。  
 
５－２．深部電磁探査測定とデータ処理方法の検討 
 深部電磁探査 (CSMT 探査)は，上町断層が通ると考えられている長柄橋付近を
中心として，東西方向に約 2km の範囲で測定を行った（図 8，図 9）。  
CSMT 探査の測定は，淀川の河川敷で行った。送信源は，大和川の河川敷に敷
設した。送信源の長さは 5.1km，送受信点間の距離は約 14.5km であった。  
送信電流値は，4096Hz の周波数の送信時に最小値 1.0A であり，512Hz 以下の
低周波数帯域では 7.0～10A であった。
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図 7 大阪平野の第四紀層序 
OD-1，OD-2，OD-3 は深層ボーリング。  
大阪層群は，Ma3 を境として上部，下部と呼ばれる。  
（益田 , 2011）  
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図 8 上町断層調査の配置図  
OD-1，OD-2，OD-3 は深層ボーリングの位置を示す。  
   ;物理探査などにより明らかになった活断層  
      ，   ;活断層であると推定されるもの  
      ;段丘面     （岡田・東郷 , 2000 に加筆）  
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予備測定は 2 回行った（予備測定 1: 2010 年 7 月 13～17 日，予備測定 2: 2012
年 3 月 7～8 日）。予備測定の結果から，測定装置とデータ処理方法を改良した。  
予備測定 1 では，受信装置には CS16 を使用した。測点数は 18 点で，1 点に付
き 1.0～8192Hz の 23 種類の周波数（表 1）の測定を 2 時間で行った。測定は昼間
に行った。  
予備測定 2 では，受信装置は CS16 と CS24 を使用した。測点数は 2 カ所で，同
一点で 2 種の機種を使い測定を行った。同一点を 2 種の機種で測定することで AD
変換器の分解能（16bit と 24bit）の違いによる受信データの比較を試みた。また，
測点 A では受信機 CS24 を使用してテンソル測定（図 10，写真 4）を行い，水平
面での電磁波信号の振動方向を明らかにした。ここで，送信源と受信点の位置関
係から，調査位置では N77°E が信号の電場を，N13°W が信号の磁場を最大強
度で受信できる方向である（図 2(a)）。本論文中では，以降，前者を東西方向，後
者を南北方向と呼ぶ。  
測定時刻は夜間の午前 0 時から朝 5 時までの 5 時間として，1 点に付き，CS16
は 1.0～8192Hz の 23 種類（表 2），CS24 は 1.0～5120Hz の 22 種類（表 1 より 8192Hz
を除く）の周波数の測定を行った。  
（１） 予備測定 1 の測定結果 
測定値は，雑音により乱された時間帯のデータを除き，残りのデータから求め
た。見掛比抵抗と位相角の計算に用いたデータ量は全受信データの 70%である。 
測定時間が 1 時間の場合と 2 時間の場合の結果を対比して示す（図 11）。2 時間
測定では測定データ数が 1 時間測定の約 2 倍となる。1 時間測定より 2 時間測定
の方が周波数（ f ）に対する見掛比抵抗（ a  ）と位相角（ ）の変化を示す分
布（以降， fa 分布， f 分布と呼ぶ）が滑らかになることがわかった。そ
の理由が，送信信号がより多く受信できたためであるのかを判断するために，送
信した場合と送信しない場合の結果比較を行った（図 12）。測定時間を同じ 2 時
間とした場合は，送信なしの場合と比較して送信ありの場合の方が f 分布が
周波数に対して，より滑らかに分布する。これは，大和川から送信した電磁波信
号が，約 15km 離れた淀川の測定点まで届いている可能性を示している。  
これらの結果を参考にして，測定は 1 点に付き 2 時間の受信時間で行った。し
かし，その結果は fa 分布がばらつき（図 13），解析を行うことができる精度
の結果を得ることができなかった。
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図 10 テンソル測定の模式図  
   東西方向（N77 E）が信号の電場を，南北方向（N13°W）が信号の磁場を
最大強度で受信できる方向である。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
写真 4 テンソル測定の写真  
(a)は夜間受信測定風景，(b)はテンソル測定でのセンサ（インダクションコイル）
設置風景を示す。  
 
(a) (b)
受信電極  受信電極  
受信電極  
受信電極  
インダクション
コイル  
インダクション
コイル  
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(a) 1時間測定               (b) 2時間測定 
 
図11 測定時間長によるデータ品質の違い 
測点01での， (a) 1サイクル1時間測定，(b) 1サイクル2時間測定の結果を示す。1サイク
ルとは，1～8192Hzの測定を意味する。 a は見掛比抵抗を， は位相角を示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(a) 送信なし               (b) 送信あり 
 
図12 送信しない場合と送信した場合のデータ比較 
測点00での2時間測定の結果を示す。(a) は送信なしの，(b)は送信ありの場合の結果を
示す。 a は見掛比抵抗を， は位相角を示す。 
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図13  予備測定1（2010年測定）の測定結果 (1) 
受信機はCS16，測定時間は2時間，測定時刻は昼間，通電電流は1.0～10Aである。 
a は見掛比抵抗を， は位相角を示す。 
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図13  予備測定1（2010年測定）の測定結果(2) 
受信機はCS16，測定時間は2時間，測定時刻は昼間，通電電流は1.0～10Aである。 
a は見掛比抵抗を， は位相角を示す。 
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（２） 予備測定 2 の測定結果 
① 信号強度の確認  
予備測定 2 では，新たに開発した受信機 CS24 を用いた。この受信機はサンプ
リング間隔 40μs で電磁波をデジタル変換して時系列の波形で保存できる。保存
した受信波形をスペクトル解析すれば，信号が測定点に届いている場合は，送信
した周波数の信号のパワースペクトルのピークが現れ，送信していない時には認
められなくなる。この点に着目して，測定点に送信した信号が確実に届いている
ことを検証した。  
測点 A での 40,80,160Hz の信号を送信した時のパワースペクトルを図 14 に示す。
4s 間の波形を，すべてスタッキングした後に，パワースペクトルを求めた。40Hz
の信号の送信中には 40Hz のパワースペクトルのピークが現れ（図 14(a)），80Hz, 
160Hz 送信中，すなわち 40Hz の信号を送信していない時には 40Hz のピークが消
えていることがわかる（図 14(b), (c)）。これは 80Hz，あるいは 160Hz の信号送信
時にも同様である。この結果は，大和川から送信された信号が，約 15km 離れた
淀川の測定地点まで届いていることを示す。  
② 信号到来方向の確認  
 電磁波の振動方向を確認することで，送信源から放射された信号を受信してい
る可能性が高いことを確かめた。  
 測点 A での周波数 4, 40, 80, 160Hz の南北方向と東西方向の磁場のパワースペク
トルを図 15 に示す。いずれの周波数においても南北方向の磁場の強度が東西方
向の磁場より強く，信号は南北方向に優勢に振動していることがわかる。このこ
とは図 2(a)が示すように，東西方向の送信源から放射された電磁波は，測定地点
では，送信源とは直交する南北方向に振動する磁場を形成することと整合する。
すなわち，大和川の送信源から放射された信号が測定点で受信できていることを
示している。  
③ 測定時間帯と電磁ノイズ状況  
 都市域の電磁ノイズは時間帯により変化し，ノイズは磁場より電場の方に多く
混入すると予測される。その変化を把握するために，夜間の午前 0 時 20 分～30
分（1Hz 送信中），1 時 20 分～30 分（4Hz 送信中），2 時 20 分～30 分（128Hz 送
信中），3 時 23 分～33 分（20Hz 送信中），4 時 23 分～33 分（1280Hz 送信中）の
各時刻での測点 A と B での電磁波のパワースペクトルを比較した（図 16(a)～(j)）。
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図 14 測点 A での受信波形のスペクトル  
横軸は周波数[Hz]，縦軸は強度(読み値[mV])を示す。(a)は 40Hz，(b)は 80Hz，
(c)は 160Hz 送信時である。( )は送信信号のピークを示す。  
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図 15 信号到来方向の磁場のパワースペクトル  
測点 A でのテンソル測定を行った磁場センサの受信波形の周波数分析結果。(a)は 4Hz，(b)
は 40Hz，(c)は 80Hz，(d)は 160Hz の電磁波を送信中である。横軸は周波数[Hz]，縦軸は強度
(読み値 [mV])を示す。赤線は南北方向 (N13°W)，青線は東西方向 (N77°E) のパワースペク
トルである。  
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測点Ａ                 測点Ｂ 
図 16 時間帯による電場ノイズ強度の変化  
(a)から(e)は測点 A，(f)から(j)は測点 B での，各時間帯での 10 分間の受信波形
のパワースペクトルである。電場の測定方向は東西方向(N77°E)である。横軸は
周波数[Hz]を対数で示す。縦軸は強度(読み値[mV])を示す。( )は送信信号による
ピークである。  
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その結果，両地点ともに，夜間の一部の時間帯（午前 1 時～4 時の間）のノイズ
レベルが小さくなることが分かった。  
④ 信号と周期性ノイズとの分離  
周波数分解能を上げることによって，周期性ノイズを信号と分離できることを
実測データにより検証した。  
周波数 640.0000Hz の電磁波を送信中の，測点 A での磁場のパワースペクトル
を図 17 に示す。この図は 32 秒間を 1 波形処理時間として約 10 分間の波形をス
タッキングした後に周波数分析した結果である。この時の周波数分解能は，1/32 
(s)=0.03125Hz である。その結果，640.0000Hz と 640.0625Hz の 2 つのピークが確
認できる。前者は送信信号の周波数であり，後者はノイズによるものと考えられ，
この実測データは信号とノイズを分離できたことを示す。信号到来方向に関して
も，南北方向の信号の磁場強度が東西方向のそれと比較して強く，東西方向の送
信源から放射された電磁波が形成する磁場方向と整合する。  
⑤ パルスノイズとステップノイズの除去  
パルスノイズあるいはステップノイズ（図 18）は，全周波数の成分を含む。特
に，ステップノイズは，そのエネルギーが大きく，低周波数の成分を多く含むた
め除くことが難しい。また，ステップノイズは，電車の走行中の加速，減速時に
生じる電磁ノイズである可能性が高く，ステップ状に電圧が上昇した後に，ゆっ
くりとした揺らぎを生じることが多い。このためにステップの変化部分のみを処
理しても低周波数ノイズが残り，ステップノイズを除くことができない。しかし，
ステップノイズが含まれる場合には，測定電圧値がステップノイズが含まれてい
ない場合より大きな変動を示すため，本研究では，以下の手順に従い，ステップ
ノイズを除去した。  
まず，時系列データの波形を，ある波形処理時間長（4s 間）で分割して複数の
区間（波形区間）とする。次に，各々の波形区間での測定電圧値の標準偏差を求
める。さらに，それら標準偏差の平均値を求め，それ以上のばらつきを示す（標
準偏差の大きな値を示す）波形区間のデータを棄却し，残りのデータにより測定
電圧値を再計算する。この操作をノイズ除去と呼ぶ。  
周波数 160Hz の信号を送信中の測点 B での電場受信波形のパワースペクトルの
違いを図 19 に示す。ノイズ除去により，電磁ノイズのパワーが下がり，信号強
度が相対的に高くなる。これにより信号の識別が可能となることがわかる。
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図 17 640.0000Hz 送信時の磁場受信波形のパワースペクトル  
測点 A での受信波形のパワースペクトルを示す。横軸は周波数[Hz]を，縦軸は
強度(読み値[mV])を示す。東西方向は送信源と平行な方向を，南北方向は，それ
と直交する方向を意味する。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 18 パルスノイズとステップノイズの具体例  
測点 B での，時刻 01:59:35 から 4 秒間の時系列波形である。横軸は時間[s]を，
縦軸は強度 (読み値 [mV])を示す。電場センサは直流成分を受信できるため，測定
波形はステップノイズを示す。しかし，磁場センサは時間微分の波形が受信波形
となるため，ステップノイズの立ち上がりがパルスノイズとなる。  
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図 19 ノイズ除去の有無による電場受信波形のパワースペクトル変化 
(a)は 0～200Hz，(b)は送信信号(160Hz)近傍の周波数帯域を拡大した図を示す。 
横軸は周波数[Hz]を，縦軸は強度(読み値[mV])を示す。青色はすべての波形区間を用い
た場合の解析結果を，赤線はノイズ除去を行った場合のパワースペクトルを示す。 
 
 
信号 
信号 
(b)の範囲 
(a) 
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⑥ 受信機 CS16 と CS24 の比較  
 受信機 CS16 は 16bit, CS24 は 24bit の分解能をもった AD 変換器を搭載する。  
測点 A と B における両者の測定データの比較を図 20 に示す。測点 A では，CS24
の方が CS16 より fa 分布， f 分布が滑らかである。特に f 分布では，
その違いが顕著である。しかし，測点 B では，CS16 の方が CS24 より周波数に対
する変化が滑らかである。  
データの品質は電場センサの電極設置位置付近の局部的な比抵抗異常による影
響が大きいと推測されるが，予備測定では両者の受信機による測定精度には大き
な差は認められず，上町断層調査には，両方の機器を用いることが可能であると
判断した。  
 
５－３．上町断層の比抵抗構造（淀川） 
（１）測定  
予備測定（2010，2012 年）の測定方法とデータ処理方法の結果を踏まえ，上町
断層調査（2013 年）を実施した。受信機は CS16 と CS24 の両受信機を使用した。  
受信機 CS16 を用いて測点 M0, M3, M5, M7 の 4 地点，受信機 CS24 を用いて測
点 M1, M2, M4, M6 の 4 地点の合計 8 点の測定を行った（図 9,写真 5）。測点 1 点
に付き CS16 では 1.0～8192Hz の 23 種類（表 2），CS24 では 8192Hz を除く 1.0
～5120Hz の 22 種類の周波数の測定を約 3 時間で行った。測定時刻はノイズの少
なくなる時間帯を考慮し夜間の午前 1 時 6 分～4 時 6 分とした（表 4）。  
受信機 CS24 は⊿Σ型の AD 変換器を搭載する。⊿Σ型の AD 変換器はベース
クロックが高速であるためエリアシングの危険性が少ないとされている。しかし，
市街地での多種多様なノイズの存在を考慮し，測定では 15.6kHz のハイカットフ
ィルタを追加して，サンプリング間隔 40μs で測定を行った。使用した AD 変換
器の 1 データは， 20.83μ s（ 48kHz(=12.288MHz/256)）間をベースクロック
12.288MHz で 256 個の測定値を積分して求められる。  
 電場測定に用いた電極間隔は 25m である。送信スケジュールと送信電流を表 4
に示す。送信電流は高い周波数では小さい値（最小で 1.0A），低い周波数では大
きい値（9.0～10A）を用いた。  
（２）測定データ  
測定で得られた fa 分布， f 分布を図 21 に示す。予備測定 1（図 13）の
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［測点Ｂ］ 
 
図 20 受信機 CS16 と CS24 を用いた場合の測定結果の比較 
(a) (b)は測点Ａでの測定，(c) (d)は測点Ｂでの測定，(a) (c)は受信機 CS16 による測定，(b) 
(d)は受信機 CS24 による測定である。 a は見掛比抵抗を， は位相角を示す。 
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送信電極の接地                      送信ケーブルの設置 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
    CS16 測定状況              CS24 測定状況     
写真 5 上町断層測定状況（2013 年）  
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表 4 送信スケジュール  
  測定は 01:06-04:06 の 3 時間で行った。  
送信時刻  周波数(Hz) 送信時間（分） 設定電圧（V） 送信電流（A）
01:06-01:12 16 6 330 9.0
01:12-01:18 20 6 330 9.0
01:18-01:24 32 6 330 9.0
01:24-01:30 40 6 330 9.0
01:30-01:36 64 6 400 10
01:36-01:42 80 6 400 10
01:42-01:48 128 6 400 10
01:48-01:54 160 6 400 10
01:54-02:00 256 6 400 9.0
02:00-02:06 320 6 400 8.0
02:06-02:12 512 6 400 7.0
02:12-02:18 640 6 400 6.0
02:18-02:24 1024 6 560 6.0
02:24-02:30 1280 6 560 5.0
02:30-02:36 2048 6 560 2.0-3.1
02:36-02:42 2560 6 560 2.5-3.5
02:42-02:48 4096 6 670 1.0-1.2
02:48-02:54 5120 6 670 1.2-1.7
02:54-03:00 8192 6 670 1.8
 03:00-03:24 1 24 330 9.0
03:24-03:48 2 24 330 9.0
03:48-03:57 4 9 330 9.0
03:57-04:06 8 9 330 9.0
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図21  2013年に行った測定の結果 
測定条件は，受信器はCS16とCS24，測定時間は3時間，測定時刻は夜間の午前1時～4
時，通電電流は1.0～10Aである。CS16を用いて測定した測点は，M0, M3, M5, M7，CS24
を用いて測定した測点は，M1, M2, M4, M6である。 
a は見掛比抵抗を， は位相角を示す。            : 2次元解析に用いたデータ 
 
 
1 
8 
64 
512 
4096 
1 100 10000 0 180 
(Ωm) 
周 
波 
数 
（Hz）
f
a (deg)(a) M0 
 
1 
8 
64 
512 
4096 
1 100 10000 0 180
(Ωm) 
周 
波 
数 
（Hz）
f
a (deg)(d) M3 
 
1 
8 
64
512
4096
1 100 10000 0 180
(Ωm) 
周
波
数
（Hz）
f
a (deg)(h) M7 
 
1 
8 
64
512
4096
1 100 10000 0 180
(Ωm) 
周
波
数
（Hz）
f
a (deg)(f) M5 
1 
8 
64
512
4096
(Ωm) 
周
波
数
（Hz）
f
a (deg)
1 
8 
64
512
4096
1 100 10000 0 180
(Ωm) 
周
波
数
（Hz）
f
a (deg)(e) M4 
1 
8 
64 
512 
4096 
1 100 10000 0 180 
(Ωm) 
周 
波 
数 
（Hz）
f
a (deg)
1 
8 
64 
512 
4096 
1 100 10000 0 180 
(Ωm) 
周 
波 
数 
（Hz）
f
a (deg)
1 100 10000 0 180
(g) M6
(b) M1 
(c) M2 
 40
これら分布と比較した場合，滑らかな変化を示す地点が 8 地点中 5 地点と多く見
られる（測点 M0, M3, M4, M5, M7）。調査地区中央の測点 M4 の受信波形のパワ
ースペクトル（図 22）から送信信号の周波数に明瞭なピークが認められる。ただ
し，低周波数帯では，ノイズの強度が大きくなり，信号を分離することが困難で
あると判断された。  
（３）解析方法  
① 解析測点と周波数  
 得られた見掛比抵抗と位相角を検討し，比抵抗モデル解析に用いることができ
る地点は，測点 M0, M3, M4, M5, M7 に予備測定 2（2012 年測定）の測点 B を加
えた 6 点と判断した（図 23，図 24）。表 5 に各測点の見掛比抵抗と位相角の値を
示す。ノイズの強度が大きくなる 1Hz と 2Hz を除き，4Hz 以上の見掛比抵抗と位
相角を用いて比抵抗モデル解析を行った。  
② 2 次元比抵抗モデル解析  
2 次元比抵抗モデル解析には，有限要素法と非線形最小二乗法からなる佐々木
（1986）のプログラムを用いた。2 次元の解析には，電磁波の振動方向と比抵抗
構造の関係から，TM（Transverse Magnetic）モードと TE（Transverse Electric）モ
ードがあるが，本研究の場合，上町断層面の走向が南北方向を示すことから，比
抵抗構造の走向も南北方向に卓越すると考え，さらに，送信源が作り出す磁場の
方向が南北方向に卓越することから，比抵抗構造の走向方向に磁場が振動する
TM モードの応答であると仮定して，解析を行った。  
2 次元比抵抗モデル解析フローチャートを図 25 に示す。まず，計算を行うため
に解析範囲を水平方向 108×鉛直方向 46 の要素に分割した。要素図を図 26 に示
す。要素図は測点が並ぶ N61°E の方向で作成した（図 24）。要素幅は，表層で
は水平方向 30m，鉛直方向 10m であり，水平方向の 2 要素，鉛直方向の 2 要素の
合計 4 つの要素で 1 つの比抵抗ブロックを構成した。次に，各周波数での見掛比
抵抗が測定値と計算値で整合するように，各比抵抗ブロックの比抵抗値を逆解析
で求めた。  
2 次元比抵抗モデル解析の初期比抵抗値は 25Ωm と 100Ωm の 2 種類，反復回
数は 8 回に設定した。測定値と比抵抗モデルから算出された計算値のフィッテン
グから，収束性が良好であった初期比抵抗値 25Ωm の解析結果を最適比抵抗モデ
ルとして採用した。
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図 22 受信された送信信号のスペクトル（測点Ｍ4） (1) 
赤色は電場（     E ），青色は磁場（     H ）のパワースペクトルである。横軸は
周波数[Hz]を，縦軸は強度(読み値[mV])を示す。送信信号のピークを（ ）で示す。  
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図 22 受信された送信信号のスペクトル（測点Ｍ4） (2) 
赤色は電場（     E ），青色は磁場（     H ）のパワースペクトルである。横軸は
周波数[Hz]を，縦軸は強度(読み値[mV])を示す。送信信号のピークを（ ）で示す。  
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図 23 解析に用いた測定点と上町断層  
   ;物理探査などにより明らかになった活断層  
      ，   ;活断層であると推定されるもの  
      ;段丘面     （岡田・東郷 , 2000 に加筆）  
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表 5 各測点の見掛比抵抗と位相角  
M4 は受信機 CS24 により測定した。その他は受信機 CS16 により測定した。  
f : 周波数[Hz]， a : 見掛比抵抗 [Ωｍ ]， : 位相角 [deg] 
 
  46
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 図 25 2 次元比抵抗モデル解析フローチャート 
初期モデルの作成 
・要素分割 
・比抵抗ブロック分割 
・初期比抵抗値のセット
2 次元解析 
・有限要素法を使用 
・電場と磁場を計算 
・感度分布を計算 
見掛比抵抗( af )と位相角( f )
モデル計算値 測 定 値 
収束判定
平均二乗誤差（RMSE）
RMSE < 0.15 
解析結果
・比抵抗断面 
・計算値の見掛比抵抗・位相
No 
Yes 
逆解析 
８回繰り返した。 
・非線形最小二乗法を使用
・各比抵抗ブロックの比抵
抗を修正 
見掛比抵抗( ca )と位相角( c )
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図 26 2 次元比抵抗モデル解析のための要素図 
(a) 地形標高を基に要素図を作成する。(b) 4 つの要素を 1 つの比抵抗ブロックとする。
(c) 上町断層調査での要素図。比抵抗ブロックごとに色区分した。 
地形 
(a) (b) 
(c) 
比抵抗ブロック 
SW NE M0          M3          M4  B   M5            M7
 48
 解析で求められた最適比抵抗モデルによる見掛比抵抗と位相角をモデル計算値
と呼び，モデル計算値と測定値を図 27 に示す。モデル計算値と測定値の見掛比
抵抗値の平均二乗誤差(RMSE[Root Mean Square Error])の値は 0.11 以下であり，最
適比抵抗モデルは測定値を十分に説明するモデルであると判断できる。  
 
平均二乗誤差(RMSE)=
2/1
1
2 /lnln n
n
i
acaf
 
 
af : 測定値の見掛比抵抗， ac : モデル計算値の見掛比抵抗，  
n:データ数（周波数の数×測点数）。  
 
 モデル計算値と測定値のフィッテング状況は見掛比抵抗擬似断面（図 28）から
も確認できる。モデル計算値は測定値の見掛比抵抗擬似断面の全体的な特徴を良
く再現している。  
 このようにして求まった最適比抵抗モデルの各比抵抗ブロックの中心位置の座
標に，比抵抗値を配置させて等比抵抗線で示したものを比抵抗断面と呼ぶ（図 29）。 
解析に使用した，もっとも低い周波数（4Hz）の見掛比抵抗値から探査深度を
見積もった。周波数（4Hz）の見掛比抵抗は，長柄橋より南西側の測点では 10～
15Ωm，北東側の測点では 50～400Ωm であった。この場合の探査深度をボステ
ィックデプスから推定すると南西側は 560～680m，北東側は 1250～3500m となる。
したがって，本研究の結果は南西側と北東側で探査深度が異なるが，比抵抗断面
はそれらの値から判断して深度 800m（標高 m）までを表示した。  
（４）解析結果  
 比抵抗断面（図 29）の特徴を述べる。便宜上，63Ωm 以上を高比抵抗，それ以
下を低比抵抗，さらに 10Ωm 以下を極低比抵抗と呼ぶ。以下，南西端を 0m とし
て水平距離で表すと，水平距離 0～1200m 付近の表層には，層厚が 40～50m の極
低比抵抗領域が水平層(Sa)をなす。水平距離 1200～2600m の表層部には，層厚が
20～30m の高比抵抗領域，表層下部には層厚 50～60m の低比抵抗領域が水平層
(Sb)をなす。  
 標高 100m より深部では，水平距離 800～1200m 付近を境として南西側と北東
側の比抵抗値が顕著に異なり，南西側には低比抵抗領域が，北東側には高比抵抗
領域が分布する。南西側の低比抵抗領域は標高 100～ 400m 付近では 20Ωm 以下
 49
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 27 2 次元比抵抗モデル解析のモデル計算値と測定値の比較  
解析周波数は 4.0～5120Hz。青線は測定値，赤線はモデル計算値。  
(a) 測点 M0 (d) 測点 B
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図 28 見掛比抵抗擬似断面  
(a)は測定値，(b)は最適比抵抗モデルから計算された計算値である。図は各測点
の周波数ごとの見掛比抵抗値をコンターリングして描いた擬似断面である。図中
の＋記号は，見掛比抵抗値のモデル計算値または測定値が存在する位置を示す。
プロットした周波数は 4.0～5120Hz。  
(a) 測定値 
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の低比抵抗と極低比抵抗領域が水平層 (La)をなす。北東側の高比抵抗領域は水平
距離 1000～2000m では 80Ωm 以上の高比抵抗領域(Ha)が分布する。この高比抵抗
領域は深くなるに従い北東方向に広がる。水平距離 2000m 付近から 2700m（測線
末端）では，標高 100～ 200m 付近の高比抵抗領域が水平層(Hb)をなす。その下
位には標高 400m 付近まで低比抵抗層 (Lb)が分布する。この低比抵抗層は標高
300m 付近から深部では比抵抗値が増加し，標高 400m～ 700m では高比抵抗領
域(Hc)が分布する。  
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６．考察 
６－１．比抵抗と地質の関係  
島ほか（1995）のデータを基に，地質と比抵抗の一般的な関係を地質区分ごと
の比抵抗値のヒストグラムとして示す（図 30）。粘土鉱物を多く含む地質の場合，
比抵抗が低く，硬質，緻密な岩石では高い傾向にある。また，大地の比抵抗は，
含まれる水のイオン濃度にも左右され，イオン濃度の高い地下水を含む場合は低
い。亀裂が優勢な部分や地下水が存在する部分，特に海水が混入する場合は，周
辺と比較して比抵抗が低下する。  
調査地区は，浅い部分は大阪層群の砂と粘土からなり，深部の基盤は花崗岩か
らなる（市原，2001）。したがって，図 30 から大阪層群（砂や粘土）の比抵抗は
主として数Ωm～数百Ωm であり，基盤の花崗岩は数百～数千Ωm の高比抵抗で
あると推定される。  
 
６－２．比抵抗断面（最適比抵抗モデル）と反射断面の比較  
本研究の調査地区では，先行する研究として山本ほか（1992）が反射法地震
探査による反射断面を報告している。図 31 に反射断面，比抵抗断面，両者を重
ねた図を示す。比抵抗断面では，標高 100m の浅部では水平層(Sa, Sb)をなし，そ
れより深部では水平距離 800～2000m の範囲を除いて，水平層(La, Lb, Hb)をなす。
これら比抵抗断面の水平層をなす領域では，反射断面からも水平層が確認でき，
両者は良い一致を示す。また，上町断層は地表では測点 M3 付近を通り東傾斜で
あると報告されている（岡田・東郷，2000；文部科学省研究開発局・京都大学防
災研究所，2013）。一方，高比抵抗(Ha)は，測点 M3 付近から北東側の標高 100m
より深部に分布し，反射断面の地層が傾く部分，あるいは水平層が乱れる領域と
良い一致を示す。  
反射断面で水平層を示す南西側（水平距離 0～800m 付近）と北東側（水平距離
2000～2700m）の標高 400m より深部の比抵抗値を比較すると，北東側は南西側
より比抵抗が高い。これは北東側では標高 500m 付近から花崗岩類（高比抵抗）
の基盤が分布するのに対して，南西側では大阪層群（低比抵抗）がより深く，標
高 1300m 付近まで続くためであると考えられる。  
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図 30 比抵抗と地質の関係 
島ほか（1995）のデータを基に，左側は土砂（未固結）・地下水の，右側は岩石の
比抵抗値のヒストグラムを示す。 
 
 
 
比抵抗値(Ωm) 比抵抗値(Ωm)
土砂（未固結）・地下水 
頻
度 
(%) 
岩石 
頻
度
(%)
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図 31 比抵抗断面と反射断面の比較  
(a)比抵抗断面，(b)反射断面，(c)比抵抗断面と反射断面を重ねる。  
反射断面図および地質記載は，山本ほか(1992)から引用。  
水平層構造 層構造が乱れる 水平層構造
Sb
La Ha
Hb
Lb
Hc
SW NE
Sa 
花崗岩類
花崗岩類  
大阪層群下部
大阪層群上部
大阪層群下部
段丘・沖積層
上町断層
上町断層（岡田・東郷 , 2000）  
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(a) 
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６－３．比抵抗分布と上町断層の関係 
 比抵抗分布は地層だけではなく地下水の分布状況も反映する。上町断層により
大阪層群の地層が不連続，あるいは撓曲を起すことによって，地層とともに地下
水の分布にも変化が生じていることが推定される。測点 M0, M3 では，数Ωm の
低比抵抗領域(Sa と La)が分布する。一方，牧野ほか（2010）の水質分析より，淀
川では，大川との分岐に近い本流部（淀川大堰付近）で高濃度の海水が混入した
河川水が得られていることが報告されており，海から淀川大堰までは海水の遡上
による汽水域である可能性が示されている。また，井戸の水質分析（牧野ほか，
2010；益田，2011）から，上町台地より西側の低地（西大阪平野）の標高約 100m
より浅部の地下水には，海水が浸入していると報告されている（図 32）。この水
質分析の結果を考慮すると，標高 100m より浅部に分布する低比抵抗領域（Sa）
は海水浸入による比抵抗低下である可能性が高いと判断される。  
標高 100m より深部に分布する低比抵抗領域（La）は，山本ほか（1992）より，
大阪層群上部の分布域に対応する。大阪層群上部の地層は海成粘土層を多く含む
地層である（図 7）。比抵抗と地質の関係（図 30）からも粘土層は 10Ωm 前後の
低比抵抗を示すことが知られており，低比抵抗領域（La）は，粘土層が卓越した
地層に対応すると推定される。この低比抵抗領域（La）は，長柄橋付近から東側
では深く（標高 300m 付近）なる。これは，上町断層により変位を受けた大阪層
群の破砕部分が，粘土や地下水を多く含む部分を形成して，低比抵抗となったと
考えられる。  
次に，高比抵抗領域（Ha）について考察する。地層や地下水の遮蔽部となった
上町断層および撓曲部は，地層が傾くために，CSMT 探査の水平方向の誘導電流
の流れをさえぎる。これにより，上町断層の変位による大阪層群の撓曲部（反射
断面が傾く部分）が高比抵抗領域（Ha）となったと考えられる。さらに，上町断
層が東傾斜であることから高比抵抗領域(Ha)は深部に行くに従い北東側に広がっ
たと考えられる。  
このことは大地の比抵抗の異方性から説明できる（図 33）。大阪層群は低比抵
抗の粘土層（数Ωm～数十Ωm）と高比抵抗の砂層（数十～数百Ωm）の互層から
なる。地層を単純なモデル（単位面積，単位長さの立方体のブロック）で考える
と，比抵抗が高い地層と低い地層の互層の場合，地層に沿って流れる電流は低比
抵抗層（粘土層）に，より多く流れる。しかし，地層と交差して流れる電流は高
  57
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
●井戸水，▲河川水 
 
図 32 既設井戸の水質分析から判断できる西大阪平野の海水侵入  
300m より浅い地下水の主成分化学組成をダイヤグラムで示す。地図上の青く
塗りつぶした部分は海域と海抜 0m 地帯である。西大阪平野の 100m より浅い地
下水の多くが海水浸入により塩化ナトリウム型の水質を示す。●印は，塩化物イ
オン濃度から推定した海水混入率が 1%以上を示した観測点である。  
（益田(2011)に一部加筆）  
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比抵抗層（砂層）に流れを妨げられる。これを比抵抗で表現すると，比抵抗は地
層に沿う方向に電流が流れる場合に低く，地層と交差する方向に流れる場合に高
い。全体の比抵抗値では，水平層の場合は低く，地層が傾斜あるいは鉛直な部分
（撓曲部）では高い。このように比抵抗の異方性によって，上町断層の変位によ
る大阪層群の撓曲部が高比抵抗領域（Ha）として現れたと推定される。  
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７．研究から得た信号抽出技術と電磁探査測定の将来展望 
 本研究によって，世界でも屈指の大都市（大阪市）で，電磁気雑音が強大な地
域においても，調査可能な深部比抵抗構造探査法が確立できたといえよう。本研
究成果で得た測定方法の留意点を表 6 に示す。この中でも，特に注意すべきこと
は，受信データの品質評価である。これは記録波形のパワースペクトルによる信
号の有無，さらに信号到来方向の確認によって行うことができる。  
本研究では，送信源から 14.5km 離れた市街地での CSMT 探査を行い，地下深
部の比抵抗構造を明らかにした。大阪市内の大部分が，送受信点間（大和川～淀
川）の範囲内に入る。もし，送受信点間距離がより近ければ，信号強度が本研究
の場合よりも強くなり，測定精度が向上することは容易に予測される。したがっ
て，送信源を大和川，あるいは淀川の河原に設け，受信点は，受信用の電極を設
置するために必要な 30×30m 以上の空地，例えば学校の運動場や公園に設ければ，
本研究で開発した CSMT 探査は大阪平野の至る所で測定が可能であり，大阪平野
の地下深部比抵抗構造を 3 次元で明らかにすることができる。  
現状では，地震と電磁気異常の関係については未知なる部分が多い（力武，2001）。
しかし，地震が発生する前には応力集中により岩盤内の亀裂に連続性が生じるこ
とが予測され，地下深部の地下水下にある亀裂の連続性は電流の通り道を形成す
ることを意味し，大地の比抵抗が低下する可能性が予測される。また，地震が発
生する場合，大地に圧力が加わる。その圧力は鉱物，特に石英の圧電効果を引き
起こし，地震発生前に電磁波発生の可能性があることが指摘されている（筒井ほ
か，2012）。  
本研究では，開発した深部電磁探査技術を利用することにより，14.5km 離れた
地区から放射された微弱な電磁波信号を受信できることが分かった。また，市街
地での人工的な電磁波ノイズは夜間の一部の時間帯では弱まることも分かった。
もし，断層近傍に深井戸を掘削して長期観測のための電磁場センサを設置するこ
とができるならば，大都市直下の自然界の電磁気異常を監視するシステムが構築
できる。さらに，観測装置として GPS 時刻同期によるスペクトル分解能を高めた
電磁探査技術の本研究により開発した装置を用いて，断層近傍の比抵抗分布をモ
ニタリングすることができる。  
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表 6 電磁気高雑音地域での深部比抵抗探査 測定方法の留意点とまとめ  
調査計画 
送信源位置の選定 調査地区から探査深度の約 25 倍以上の距離離れた
位置に送信源位置を設定する。市街地では河川などを
利用する。  
受信地点の選定 30×30m 以上の空地がある運動場や公園を利用する。
受信地点の電磁ノイズ調査 
異常埋設物の有無 受信地点の表層の比抵抗異常物の有無を EM 法（ルー
プループ法など）を用いて調べる。  
電磁ノイズの測定 受信点の代表点にて，ノイズ状況の測定を行い，ノイ
ズが小さくなる時間帯を把握する。 
測定 
時間帯 ノイズが小さくなる時間帯に測定を行う。 
測定方法 信号到来方向を知るためにテンソル測定を行う。 
記録  24bit の AD 変換器により時系列の受信波形を記録す
る。  
波形処理 
棄却検定 ステップノイズなどを含み，大きく乱れた波形は，標
準偏差から判断して解析に使用しない。 
周波数分析（信号抽出） 長時間の受信波形を用いて周波数分解能を向上させ，
より確実な信号抽出処理を行う。 
データの品質評価 
信号強度 記録波形を周波数分析してパワースペクトルにより
信号がノイズより大きな値を示すことを確認する。 
信号到来方向を確認 送信源と測点との位置関係から信号到来方向に矛盾
がないかを確認する。 
解析データの作成 
周波数ごとのデータ品
質をチェック 
信号がノイズにより乱された周波数のデータは解析
に使用せず，前後のデータから補間する。 
見掛比抵抗と位相角分
布図を作成  
解析に用いる fa 分布， f 分布を作成する。  
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まとめ 
本研究では，大都市の地下に伏在する断層の位置と性状を把握できる深部電磁
探査装置を開発した。そして，大阪市街地のほぼ中央を，南北に伏在する上町断
層の地下構造を描出した。  
市街地では電磁波が各所から放出されているため，従来の電磁探査（CSMT 探
査）装置では測定が困難であり，測定装置や測定方法に新たな手法を取り入れる
必要があった。そのために，機器を開発する前に，信号を抽出するための理論的
検討を行い，時系列データの波形処理時間長を長くとり，周波数分解能を向上さ
せることにより，信号と電磁気雑音を分離する方法を採用した。機器の開発にあ
たっては，測定装置に GPS 同期と高精度時計を搭載して送受信機器間の時刻同期
を行い，長時間の時系列データでも時間ずれを生じさせない測定を可能とし，そ
の結果，周波数分解能を向上させた装置 CS16 と CS24 を製作した。  
開発した装置を用いて，新大阪駅と梅田駅の中間に位置する淀川長柄橋付近に
伏在する上町断層の深部地下比抵抗構造の調査を実施した。予備測定（2010 年，
2012 年測定）では，測定方法の検討，測定装置やデータ処理方法の開発と改良を
行い，2013 年には上町断層の比抵抗構造を得るための探査を行った。予備測定 1
（2010 年測定）では，1 時間より 2 時間測定の方がデータが改善されること，信
号を送信している時の方が滑らかな見掛比抵抗と位相角の分布が得られ，データ
が改善されることが分かった。予備測定 2（2012 年測定）では，測定点において
電場と磁場を時系列のデータ形式で記録した後に，周波数分析を行い，パワース
ペクトルを求めて信号の有無を確認した。その結果，受信波形のパワースペクト
ルには，送信周波数の信号が認められ，送信を止めるとなくなることが確認でき，
送受信点間の距離が約 15km 離れているにも関わらず，送信信号が受信地点に到
達していることが検証された。信号到来方向も送信源が発した電磁波の方向と矛
盾するものではなかった。電磁気雑音の強度は，夜間の午前 1 時～4 時の間が低
いことが分かった。上町断層調査（2013 年測定）では，この時間帯の測定を行い，
上町断層調査の測定から 5 点を，予備調査 2 の測定から 1 点の合計 6 点の解析が
可能なデータを得た。解析に使用できる信号周波数を検討して 4.0～5124Hz のデ
ータを用いて 2 次元比抵抗モデル解析を行い，表層から標高 800m 付近までの比
抵抗断面（最適比抵抗モデル）を得た。比抵抗断面と既存の反射断面を比較する
と，反射断面で水平層が見られる領域では，比抵抗断面においても水平構造が，
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反射断面で地層が撓曲あるいは乱れる領域では，比抵抗断面では高比抵抗が認め
られた。このように両者の断面は整合することから，本研究で得られた比抵抗断
面は信頼できる結果であると判断した。  
標高 400m より深部の比抵抗分布を比較すると，上町断層の位置より北東側の
方が南西側より比抵抗が高い。この高比抵抗領域は，北東側では標高 500m 付近
から深部に分布する大阪層群の基盤である花崗岩類に対応し，北東側の基盤が南
西側より浅いことを明確にした。淀川大堰より下流側（南西側）の標高 100m よ
り浅部に分布する低比抵抗領域は，井戸の水質分析データと比較して，海水浸入
に起因すると判断した。上町断層により変位を受けた領域（反射断面で地層が撓
曲あるいは乱れる領域）の比抵抗が高くなる理由は，地層中の水平につながる低
比抵抗領域が，上町断層によって変形あるいは不連続化され，水平方向に流れる
地電流が妨げられるためである。その結果，東傾斜の上町断層により乱され，あ
るいは傾いた地層の部分を北東傾斜の高比抵抗として直接的に抽出できたと判断
した。  
送受信点間距離が約 15km 離れた地区での調査を行ったが，大阪市街地の中心
地区の大部分が，この範囲に入る。将来，送信源の位置として大和川，あるいは
淀川を利用し，受信点に市内の公園，運動場を利用すれば大阪市街地ほぼ全域の
地下深部の比抵抗構造を，開発した方法により明らかにできると考えられる。  
本研究で開発した電磁波の測定と波形処理技術は，市街地での自然界が発生す
る微弱な電磁気異常や，断層周辺の比抵抗をモニタリングできるシステムとして
も応用できることを提案した。  
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